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要旨
内閣府を中心とした官公庁はエビデンスに基づく政策形成（EBPM，Evidence-Based
Policy Making）の重要性について提言している．しかしながら，これまで計画を立案す
る際には，自治体であれば首長やベテランの行政職員の勘や経験，思い込みに頼る傾向が
強かった．こうしたエビデンスに基づかない計画は経験則に頼らざるを得ず，従来と異
なる戦略が打ち出しにくい．EBPMを実施することによって，こうした弱点を補えると
考えられている．そこで近年施策立案において「企業ビッグデータ」の活用が注目されて
いる．
企業のイノベーションや取引構造を解明する研究は経営工学やネットワーク科学の分野
で盛んに行われている．しかし先行研究は，上場企業を中心とした日本国内に存在する
企業のごく一部のデータを用いた分析に留まり，中小企業が多数を占める日本全体に適
用できる結果とは言い難い．他方，近年ではコンピュータの性能向上に伴い，信用調査会
社による調査報告書のデータは構造化され「企業ビッグデータ」として蓄積されている．
この企業ビッグデータをもとに，企業の取引関係に注目した企業間取引ネットワークを
構築し，複雑ネットワーク分析の手法でアプローチすることによって，企業間取引ネッ
トワークの構造的特徴が解明されつつある．ただし，こうした複雑ネットワークに潜む
特徴を読み取るためには，ネットワーク科学や統計学などの専門的な知識が必要となる．
従って，情報の受け手側のリテラシによっては，データ構造に潜む特徴の読み取りが困難
になりうる．データビジュアライゼーションは，構造を可視化することによって，ひと目
でその特徴を理解するための手法であり，こうした状況を改善できる可能性がある．そ
こで本研究では，大規模な企業ビッグデータを網羅したビジュアライゼーションシステ
ムを構築し，ネットワーク構造に潜む特徴の読み取りを試みるとともに，ユーザテストを
通して，システムの妥当性を検証する．
本論文は全 8章で構成される．
第 1章では本研究の背景と目的について述べ，本論文の構成について説明する．
第 2章では本研究でビジュアライゼーションに用いる企業ビッグデータについて説明す
る．まず企業信用調査の歴史と概要について論じ，近年の傾向として，信用調査報告書の
データを構造化させた企業ビッグデータが注目されている状況について述べる．そして，
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有向ネットワーク化された全量データである企業ビッグデータと，個々の企業情報の集
積である経済センサスを比較し，前者の有用性について論じる．
第 3章では，本論文に関連する研究についてサーベイする．まずこれまで経済学の分野
を中心に研究が盛んに行われてきた産業集積について述べる．次に企業データを用いて
複雑ネットワーク分野のアプローチで企業間取引ネットワークの構造的特徴を解明した
研究について検討する．そして本論文で提案するビジュアライゼーション手法の関連研
究を説明する．
第 4章では，先行研究と比較し企業規模や業種に偏りの少ない企業分析を行うため，信
用調査報告書を用いた企業ビッグデータのデータマートを構築する．そして企業間の取
引関係を示すため，企業ビッグデータにおける取引先項目から発注企業と受注企業によ
るキャッシュフローを示す企業間取引データを構築する．さらに企業間取引データにお
ける企業同士をつなぎ合わせることで，約 80万社の企業で構成される約 550万取引の企
業間取引ネットワークを構築する．そして自動車産業に代表されるサプライチェーン構
造を示すため，企業間取引ネットワーク内の任意の企業から複数の次数でつながる取引
クラスタを構築する．
第 5章では，地域ごとの産業集積と産業による地域間のつながりを把握するため，全量
の企業間取引ネットワークを網羅したビジュアライゼーションシステムを構築する．そ
こで 3D空間上に仮想地球儀を描画し，企業を産業ごとに色を分けてプロットする．そし
て企業間の取引関係をビジュアライズするため，企業間取引ネットワークにおける企業
をノード，取引関係をエッジとし，つながりをグラフで表現し曲線で描画する．またユー
ザが日本全体に存在する企業群を俯瞰しつつ，特定の地域を同時に確認できるようにす
るため，ズームイン・ズームアウト操作可能なシステムを構築し，ネットワーク構造に潜
む特徴の読み取りを試みた結果，遠隔地域どうしの取引量にみられる傾向などの特徴を
読み取ることができた．
第 6章では，企業間取引ネットワーク内の任意の企業からのサプライチェーンにおける
取引構造と，時系列で変化するサプライチェーン内のつながりの把握を目的とする．そ
のために，規模が大きいために多層の階層構造を含んでいる自動車産業を対象とし，自動
車完成車のメーカを頂点として，2次のつながりで構成される有向ネットワークの取引ク
ラスタを抽出する．さらに，有向ネットワークにおけるノードの始点と終点を区別して
把握するため，取引クラスタ内の階層に応じて，3D仮想地球儀上にプロットするノード
2
とエッジの始点と終点の高度を変化させる．加えて，時系列に沿った企業間取引ネット
ワークの変化を把握するため，取引クラスタ内のノードを市区町村単位にクラスタリン
グし，各エッジに取引数による重み付けの指標を算出し，重み付けの前年度との変化に応
じて描画するエッジの色を変化させる．この手法を用いて，階層を持ち，時系列で変化す
るネットワーク構造に潜む特徴の読み取りを試みる．その結果，東日本大震災前後の取
引量の変化，あるいは新たな取引の発生などの特徴を読み取ることができた．
第 7章では，筆者らが開発した手法を用いて，ネットワーク構造に潜む特徴の読み取り
を行った結果についてまとめる．さらに第 5章で述べたシステムに，第 6章で提案した手
法を組み込んだシステムのユーザテストを実施し，システムの有効性を検討する．その
結果，構築したシステムによって，自動車産業における取引階層をまたいだ取引の特徴や
時系列での取引量の変化について，企業間取引ネットワークに潜む特徴を読み取ること
ができ，ユーザテストでも，同様の結果が得られたことから，筆者らが構築したシステム
によって，ネットワーク構造に潜む特徴が読み取り可能であることが確認された．
最後に第 8章で本論文の結論を述べる．本論文では信用調査報告書のデータをもとにし
て，企業間取引ネットワークを構築し，さらに，その全量データを網羅した，インタラ
クティブに操作可能なビジュアライゼーションシステムを開発した．加えて，サプライ
チェーン構造を可視化するため，ネットワークの階層構造と時系列変化を 3D仮想地球儀
上で表現する手法を提案した．手法を検証するために，ネットワーク構造に潜む特徴の
読み取りを試み，さらにユーザテストを実施して，システムの有効性を確かめた．その結
果，筆者らが構築したシステムによって，ネットワーク構造に潜む特徴を，ユーザが読み
取ることが可能であることが確認された．筆者らの手法を応用することで，自治体の政
策立案や企業の経営戦略を策定するユーザの政策策定や経営計画立案に従事した度合い
に関わらず，企業ビッグデータを用いてエビデンスに基づく政策形成に応用できると考
える．
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1 序論
1.1 研究背景
これまでに多くの政策は担当者の「勘」と「経験」と「思い込み」（KKO）に基づいて
立案されてきた．しかしこれでは具体的な根拠もないもので，政策を行った際の検証を
することもできない．人口減少傾向の中において限りあるリソースの中でより効率的に
情報を収集・分析し，より的確な政策を提示し，効果の高い政策を実施する必要がある．
そこで近年日本政府は証拠に基づく政策立案（EBPM：Evidence-Based Policy Making）
の推奨を閣議決定した．EBPMを推奨するためには，情報収集におけるエビデンスや分
析に関するスキルが必要となる．しかしながら全ての自治体や企業が的確なデータを収
集し，効果的な分析をするスキルをもつ人材がいるとは限らない．
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1.2 研究目的
本研究の目的はスキルの高低に関わらず，企業ビッグデータから知見を得ることであ
る．そこで本研究では信用調査報告書から企業規模や業種に偏りのない企業ビッグデー
タを構築する．そして企業ビッグデータから企業間取引ネットワークを抽出し，無向ネッ
トワークを対象としたビジュアライゼーションシステムを構築する．また複数の階層を
もつ有向ネットワーク，時系列データを対象としたビジュアライゼーション手法を提案
し，目的を達成する．
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1.3 論文構成
本論文は全 6章で構成される．
第 1章では本研究の背景と目的について述べ，本論文の構成について説明する．
第 2章では本研究でビジュアライゼーションに用いる企業ビッグデータについて詳述す
る．まず企業信用調査の歴史と概要について論じ，信用調査報告書のデータを構造化さ
せた企業ビッグデータについて述べる．そして構造化した企業ビッグデータと経済セン
サスを比較し，企業ビッグデータの有用性を論じる．
第 3章では本論文に関連する研究についてサーベイする．まずこれまで経済学の分野を
中心に研究が盛んに行われてきた産業集積について述べる．次に企業データを用いて複
雑ネットワーク分野のアプローチで企業間取引ネットワークの構造的特徴を解明した研
究について紹介する．そして本論文で提案するビジュアライゼーション手法の関連研究
を詳述する．
第 4章では，先行研究と比較し企業規模や業種に偏りの少ない企業分析を行うため，信
用調査報告書を用いた企業ビッグデータのデータマート構築を行った．そして企業間の
取引関係を示すため，企業ビッグデータにおける取引先項目から発注社企業と受注社企業
によるお金の流れを示す企業間取引データを構築した．さらに企業間取引データのエッ
ジをつなぎ合わせることで，約 80万社の企業で構成される約 550万取引の企業間取引
ネットワークを構築することができた．そして自動車産業に代表されるサプライチェー
ン構造を示すため，企業間取引ネットワーク内の任意の企業から複数の次数でつながる
取引クラスタを構築した．
第 5章では，地域ごとの産業集積や産業による地域間のつながりを把握するため，全量
の企業間取引ネットワークを搭載した企業ビッグデータのビジュアライゼーションシス
テムを構築した．そこで 3D空間上に仮想のち球技を描画し，企業を産業ごとに色を変化
させた丸い点でプロットした．そして企業間の取引関係を可視化するため，企業間取引
ネットワークにおける企業をノード，取引関係をエッジとし，つながりをグラフで表現し
曲線で描画した．またユーザが企業ビッグデータ全体を俯瞰し，その中から特定の地域
に注目するため，企業ビッグデータ全量をシステムに搭載させ，ユーザが 3D仮想地球儀
をズームインやズームアウトできるようなインタラクティブに操作することが可能なビ
ジュアライゼーションシステムを構築した．
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第 6章では，企業間取引ネットワーク内の任意の企業からのサプライチェーンにおける
取引構造と，時系列で変化するサプライチェーン内のつながりの把握を目的とした．企
業間取引ネットワークはお金の流れ（逆はものの流れ）をもつ有向ネットワークとして捉
えることができ，企業分析をする上で重要な情報の一つである．そこで本論文では日本
の基幹産業である自動車産業における自動車完成車メーカを頂点とした 2次のつながり
で構成される有向ネットワークの取引クラスタを抽出した．そして有向ネットワークに
おけるノードの始点と終点を区別して把握するため，取引クラスタ内の階層に応じて 3D
仮想地球儀上にプロットするノードとエッジの始点と終点の高度を変化させた．次に企
業間取引ネットワークは安定したサプライチェーンの構築のため日々新たな企業との取
引関係を構築している．このような時系列での企業間取引ネットワークの変化の把握を
するため，取引クラスタ内のノードを市区町村単位にクラスタリングし，各エッジに取引
数による重み付けの指標を算出した．そして重み付けの前年度との変化に応じて描画す
るエッジの色を変化させた．本ビジュアライゼーション手法により有向ネットワークに
おける階層を区別して把握することが可能となり，またより地域間のつながりの時系列
変化の把握が可能となった．
最後に第 7章で本論文の結論を述べる．本論文では信用調査報告書のデータから企業
ビッグデータを構築し，複雑ネットワークの一種である企業間取引ネットワークを構築
し，インタラクティブな操作が可能な全量の企業間取引ネットワークを搭載した企業ビッ
グデータのビジュアライゼーションシステムを開発した．またサプライチェーン構造を
ビジュアライズするため，取引クラスタを定義し階層を有するネットワーク構造を抽出
し，階層構造や時系列変化を把握するためのビジュアライゼーション手法を提案した．本
研究の成果により，提案するビジュアライゼーション手法から企業ビッグデータへの知
識の高低に関わらず企業間取引ネットワークの構造的特徴や時系列変化についての気づ
きを得ることができた．
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2 企業ビッグデータ
2.1 信用調査の歴史
2.1.1 欧米における興信所の創業
興信所とは，信用調査機関を意味する英語のMercantile Agency，Commercial Agency
またはCredit Bureauの日本語訳である．Mercantile Agencyが誕生したとされているの
は 19世紀のイギリスであるが，同国の著名な百科事典「エンサイクロペディア・ブリタニ
カ（ENCYCLOPAEDIA BRITANNICA）」は 1902年刊の第 10版で，早くもMercantile
Agencyを項目として取り上げており，以下のように記述している．
「マーカンタイル（あるいはコマーシャル）エージェンシーとは，アメリカにおいて
は，会社の状態に関する情報を集め，記録し，顧客へ提供するために作られた組織
である．イギリスといくつかのヨーロッパ諸国では，商人たちで構成される組合が
取引保護のために作り，その構成員の間で，会社の状態に関する情報を提供し合っ
ていた．これらの組合の起源は，倒産，譲渡や手形に関する情報を提供するために
19世紀に作られた団体にある．」
Mercantile Agencyを興信所と訳したのは，1892年に，わが国最初の興信所となる商
業興信所を創業した外山脩造で，商取引に必要な信用を興す所としてこの語を造語した．
このように興信所という名称は，英語でも，また当初の日本語訳でも，信用取引に必要な
調査，つまり信用調査を専門に行う業種に付けられたものであった．しかし，その後日本
では興信所を名乗る期間が乱立し，個人の人事調査なども行うようになった．そこで，現
在では興信所という業種名には本来の意味から拡大された一般調査機関というイメージ
が定着するようになっている．
信用調査あるいは信用確認という行為自体は，信用取引に欠かせないものであり，信用
取引の発生と同時に行われた．信用取引の代表的な例として，様々な種類の手形類が貨
幣経済の発達した世界各地で利用されていた．イスラム社会では，8世紀のアッバス王朝
時代にスフタジャ（為替手形），ルクア（約束手形），チェックまたはサック（小切手）な
どが流通した．中国でも 7世紀から 9世紀にかけて唐の時代に，飛銭と呼ばれる為替手
形が登場し，ヨーロッパでは 12～13世紀に北フランスのシャンパーニュ地方の市場に集
まった商人たちが為替を利用し始めていた．これらの信用取引でも，様々な信用調査・確
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認が行われていた．例えば振出人は振出と同時に別の文書を送り，支払人は受取人の持
参する手形と照合して，初めて支払を行った．あるいは，取引先に密かに人を派遣して調
査にあたらせたり，外国の取引先の場合は駐在の外交官を通じて調査するなどであった．
こうした信用確認あるいは調査は，信用取引の当事者が自ら行うことが多かった．
ところが，産業革命後のイギリスで取引の範囲・規模が拡大し，信用調査がより一層重
要になってくると，当事者に代わって信用調査を行う第三者機関が成立するようになっ
た．1830年頃にイギリスの有力商業家が集まり，ペリー（Perry）を中心とした組合組織
をつくり，拡大しつつあった取引先の信用状態を調査し，利益擁護にあたった．これが，
信用調査専門機関としての興信所の始まりとされている．その後，イギリスでは 1836年
にスタッブス社（Stubbs & Co）が設立され，書面で個人の信用程度の報告を初めて行っ
た．1860年にはエステル社（Estell & Co）も設立されて，初めて信用録「Commercial
Credit List」を発刊した．このほかヨーロッパでは，1850年代以降フランス，イタリア，
ドイツ，ベルギー，オランダ，スイスなどで興信所の設立が相次いだ．この中で最も有
名なのが 1872年にドイツで設立されたシンメルフェング社（Schimmelpfeng）であった．
同社は 1891年には従業員数は約 1,100名，事業所数は 33カ所にも上っていた．事業所は
ドイツ国内はもちろん，ロンドン，パリ，ブリュッセル，ブダペスト，ウィーン，アムス
テルダムなどヨーロッパ各地に置かれた．
独立した機関としての興信所の誕生はイギリスであり，その後ヨーロッパ各国でも
次々設立されていったが，それらの国々では商業組合の情報交換の機関という正確が強
かった．
それに対してアメリカでは，興信所は当初から企業として成立した．1841年 8月にルイ
ス・タッパン（L. Tappan）の設立したマーカンタイル社（Mercantile Agency）が，最初の企
業であった．アメリカでの興信所の起源について「ENCYCLOPAEDIA BRITANNICA」
（第 10版）は概略以下のように記述している．
アメリカにおける商業興信所は，すべての商業が衰退した 1837年の大恐慌の後に
現れた．アメリカでの商取引は広い商圏で行われるようになっていたが，通信は時
間がかかり，都市商人は取引相手の状態に関する十分な情報をもっていなかった．
そのような情報は個々に通信やその他の方法で集められていた．大企業の中には，
その費用を必要なものと考え，エージェントを雇い，債務者についての調査や取立
をさせていたところもあった．しかし，集められた情報は貧弱で信用のおけるもの
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ではなかった．1837年の大恐慌のひどさは，この情報が不足していたことに原因の
一部があるのは疑いもない．
ひどく苦しんだニューヨーク商人たちは，顧客の信用状態に関するレポートを交
換できる本部を作ることを決めた．当時のビジネス界でよく知られていた男，ルイ
ス・タッパンがその仕事を引き受けた．これが，この種の最初の組織である．
マーカンタイル社はマンハッタンのビジネス地区の中心部にオフィスを構え，卸売
業者や仲買人を中心とする 11 名の契約会員でスタートした．1843 年にはニューイン
グランド，中部大西洋岸，北西部の各地方に約 180 名の通信会員を擁するまでになっ
た．1849年には若い有能な部下ベンジャミン・ダグラス（Benjamin Douglass）に指揮
権を譲渡したが，この時期に事業を全米に拡大し，1857年頃には企業倒産に関する統
計業務を実施した．Graham Dum）に譲り渡し，同時に社名も R.G.ダン＆カンパニー
（R.G.Dun&Company）と変更した．同年 2月，519頁，2万 268件の企業を収録したレ
ファレンスブックを発行した．この本の特長は銀行，委託販売業者，輸入商・製造業者・
仲買業者向けに 3種類の格付け記号を使用したことにあり，これによって従来の主観情報
から客観情報への転換が実現した．1864年版では収録企業数は約 12万 3000件に上り，
翌 1865年版からは年 2回の発行となり，印刷所を併設，1873年には年 4回の発行となっ
た．1870～1890年代にかけてアメリカ国内に 98カ所の支 1859年，ダグラスはマーカン
タイル社の経営を義弟のロバート・グラハム・ダン（Robert店が開設されたほか，海外
にも 8カ所の支店が開設された．しかし，1900年にR.G.ダンが死去してからは，ダン社
も一時の勢いを失った．
他方，1849年には，ジョン.M.ブラッドストリート社（John M.Bradstreet Company）
が設立され，1852年信用情報を要約したルーズリーフ形式のレポートを発行した．さら
には 1857年には「Bradstreet's Book of Commercial Reports」を発行し，やがてマーカ
ンタイル社の強力なライバルとなった．しかし，1863年に創業者のジョン.M.ブラッド
ストリート（John M.Bradstreet）の死去とともに，ジョン.M.ブラッドストリート社は，
成績不振に陥った．とはいえ，その後も R.G.ダン社とジョン.M.ブラッドストリート社
は依然としてアメリカの 2大興信所であった．
その後，R.G.ダン社とジョン.M.ブラッドストリート社では長期にわたる交渉の結果，
1933年 3月 9日に合併し，R.G.ダン.ブラッドストリート社となった．その後 1939年に
ダン・アンド・ブラッドストリート社（Dun & Bradstreet ,Inc）に社名変更し現在に至っ
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ている．
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2.1.2 日本における興信所の創業
日本においても信用取引の歴史は古く，13世紀後半（鎌倉時代中期）には銭の代わりに
為替，割符と呼ばれる証書が流通していた．戦国時代以降はこうした契約証書類は手形
と呼ばれるようになった．
江戸時代には，各地で生産された商品が“天下の台所”大坂に持ち込まれ，全国的な商
品の流通機構が形づくられた．そして問屋を軸とした前貸しや延売買の信用売買が次第
に拡充していった．また大坂と江戸との間で大量の資金移動が盛んに行われた．さらに，
大坂，京都などの上方では銀貨を基準とする銀遣が，他方，江戸では金貨を基準とする金
遣が，それぞれ行われていたため，両替屋がこの間に介在して活躍の場を広げた．両替屋
も手形を多用した．大坂では，有力な両替屋だけではなく，広範囲に手形が用いられ，近
在の取引や町内の薪炭から米魚の節季の支払にまで通用するようになった．こうした近
世における信用経済の隆盛を背景として，この後，明治新政府下でもまず大阪で手形交換
所やさらに興信所が創立されることになる．
明治時代になって日本においても信用情報の収集・提供を専門的に行う機関の存在が確
認できるようになる．1892年に外山脩造が在阪銀行と日本銀行の支援を受けて大阪に商
業興信所を設立，東京でも同年に白鳥敬之助が商工社を設立する．1896年には渋沢栄一
が日本銀行の支援の下で東京興信所を設立し，1900年には後藤武夫が帝国興信所を設立
した．
このように 1890 年代に相次いで信用情報を提供する機関が設立された背景として，
1882年の為替手形約束手形条例，1890年の旧商法成立によって，手形取引といった信用
取引が法制化されたことが関係していると考えられる．また，商工業の発展に伴う企業数
の増加によって，取引当事者自身で信用調査を行うことに限界が生じていたのではない
かとも考えられる．こうして，最盛期には 50社に上る信用情報機関が存在していたが，
日中戦争勃発後の経済統制によって合併が進んでいき，1945年の終戦時には，商業興信
所と東京興信所の合併によって成立した東亜興信所，帝国興信所，東京商工興信所，東京
商業興信所といった大手数社による体制に落ち着くことになる．
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2.2 企業ビッグデータの概要
証拠に基づく政策立案や経営計画策定には情報を正確に分析して効果的な政策や計画を
選択する必要がある．そのためには粒度の細かいデータをデータマートとして構造化す
る必要がある．これまでの経済活動や企業の動向を分析した研究では，経済センサスの
ような都道府県や市区町村単位で集計されたデータや，有価証券報告書など世の中に公
開されている一部の企業を分析対象としたものがほとんどである．現状を正確に把握し，
より確度の高い施策立案や経営計画の策定を行うためには，企業規模の偏りが少なく，特
定の業種に特化していない収録企業数の多いデータを用いる必要がある．
そこで本研究では帝国データバンクが保有する信用調査報告書を用いて構築された企業
ビッグデータを用いる．信用調査報告書とは信用調査会社の調査員が企業に訪問し，事
業内容や業績など表 1に示すような様々な項目をヒアリングによりまとめた報告書であ
る．信用調査報告書は各企業の業績や決算書などの定量的情報や沿革や現況と見通しな
どの定性的情報など多様な情報が数十ページにわたり記載され，企業の与信管理やマー
ケティングに活用されている．調査の対象企業は企業規模や業種を問わず，日本国内の
全企業である．
帝国データバンクでは 1社＝ 1コードとして各企業に企業コードという 9桁の数字から
なる企業識別番号を設定することで企業を管理している．この企業コードは信用調査報
告書にも活用されており，系列・沿革欄や取引先欄など他の企業との関係について記述の
ある項目では企業名とともに企業コードも記載されていて，同一企業名などで候補とな
る企業が複数ある場合の企業の特定が容易である．
表 2に帝国データバンクが保有する企業ビッグデータと経済産業省が発表している経済
センサスの企業数と売上高の比較をまとめた表を示す．それぞれのデータベースに収録
されている企業数は経済センサスが約 386万社，企業ビッグデータが約 144万社であり，
企業ビッグデータにおける企業数の収録率は経済センサスと比較して 37.3%に留まって
いる．一方売上高合計は経済センサスが約 1,375兆円，企業ビッグデータが約 1,283兆円
であり，企業ビッグデータにおける売上高合計は経済センサスと比較して 93.3%である．
企業ビッグデータにおける企業数の収録率が低いのは，個人商店など小規模事業者への信
用調査が少ないことが要因として考えられる．しかし売上高の網羅率をみると企業ビッ
グデータと経済センサスではほぼ同規模のお金の動きを把握していることがわかる．こ
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表 1 信用調査報告書の収録項目
ページ 収録項目
サマリー 会社基本情報，業績推移，事業構成，
評価，備考
登記・役員・大株主 登記および許認可・免許関係事項，役員，
大株主
従業員・設備概要 従業員，設備概要
代表者 代表者
系列・沿革 資本関係，設立の経緯と特記事項
業績 業績
取引先 仕入先および外注先，得意先
銀行取引・資金現況 銀行取引等，資金現況
現況と見通し 現況と見通し
貸借対照表 貸借対照表
損益計算書 損益計算書，販売費及び一般管理費，
製造原価明細書
株主資本等変動計算書 株主資本等変動計算書
財務諸表分析表 財務諸表分析表
推定キャッシュフロー計算書・分析表 推定キャッシュフロー計算書，
推定キャッシュフロー分析表
不動産登記写 不動産登記写
表 2 企業数と売上高の比較
企業数 売上高
企業ビッグデータ 1,439,000社 1282.7兆円
経済センサス 3,864,000社 1374.5兆円
のことから企業ビッグデータは企業の取引活動をみる上で十分なデータベースであると
考えられる．
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3 関連研究
3.1 産業分析
これまで産業分析に関する研究は多く論述されている．これらの研究は大きく 2種類に
分けられ，一つは特定の地域や産業に焦点を当て，その地域や産業の特徴をデータからミ
クロに解明するものである．もう一方は日本の企業全体を俯瞰し，日本企業の取引関係
や資本関係によるつながりの構造的特徴を企業データから解明するものである．本節で
は 2種類の産業分析の特徴について述べる．
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3.1.1 経営工学のアプローチによる産業分析
まず特定の地域や産業に焦点を当てた研究である．地域産業の再生の手段として産業集
積の一種である「クラスタ」の重要性が認知されている．「クラスタ」とは，多くの企業
や関係組織が「競争しつつ同時に協力し，共通性や補完性により連結され」，それによっ
て「イノベーションが促進されている」タイプの産業集積を指す．クラスタは，多様な組
織間における活発な連携と競争を通じ，産業競争力のもととなるイノベーションを世界各
地において創出している．産業クラスタが構築されるの特徴としては，情報収集面での利
点が多いこと，大消費地かつ巨大な労働市場が形成されていること，交通網や通信網など
のインフラが整備されていること，そして産業集積を構成する中小零細企業同士の緻密
なネットワークが形成されていることなどが挙げられる．産業クラスタや地域イノベー
ションに関する政策は，欧米先進国から新工業経済地域（NIEs：Newly Industrialising
Economies），新興国へと広がりをみせ，研究成果も膨大な量に達している．[Karlsson，
Cooke]
日本においても地域経済の自立と国際競争力のある新産業の創造，産業集積を柱にした
政策に重点が移されるようになった．主要な政策としては，2001年からの経済産業省に
よる「産業クラスタ計画」，2002年の文部科学省による「知的クラスタ創成事業」，2007
年の経済産業省による「企業立地促進法」などが挙げられる．これらの政策による代表的
な事例としては「関西バイオクラスタプロジェクト」や「九州シリコン・クラスタ計画」
などがあり，産業クラスタの活性化が進んでいる．このように産業クラスタの活性化に
より，特定の産業を対象にした産業分析は経済学の分野を中心として多く論述されてい
る．[1]
このように企業活動と地理的立地は非常に密接な関係にある．そのため産業分析を行う
上で地理的情報とマッシュアップさせることは非常に重要になってくる．
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3.2 ネットワーク分析のアプローチによる産業分析
近年人間関係，www，道路網，生物学，企業間の取引関係などつながりを示すデータか
らネットワークの全体構造を解明する研究が多くなされている．一般的に，グラフは大
別して，エッジが方向を持つ有向ネットワークグラフと，方向を持たない（あるいは必ず
双方向のエッジを持つ）無向グラフに分類される．
Facebookや mixiのように，知人関係を構築するために相互承認が必要なサービスで
は，無向グラフが作られ，InstagramやTwitterのように一方的に相手を登録するような
サービスでは，有向グラフが作られる．
無向グラフにおいては，その原理上各ノードの入次数（リンクされた数）と出次数（リン
クした数）が同じになる一方，有向グラフでは，大きく異なることがあり得る．Instagram
やTwitterでは，著名なユーザにおいて出次数が数十から数百，入次数が数百万以上とな
るような例が散見される．
グラフ中の各ノードがどのような位置に存在しているか，あるいはどの程度の影響力を
持つかを測定するために，中心性と呼ばれる指標がある．
前述の入次数・出次数の多寡（次数中心性）や，すべてのノードに対する平均的な距離
を示す近接中心性，任意の 2ノード間の最短経路に位置するかどうかを表す媒介中心性，
中心性の高いノードと接続されたノードを高く評価する固有ベクトル中心性などがある．
これらの中心性指標は異なる意味を持つため，分析目的や用途に応じて最適な指標を検
討する必要ががる．
グラフ全体の特性としては，ノード数，任意のノード間の最大の距離である直径，ノー
ド数に比べてエッジがどの程度存在するかを示す密度や，任意のノードに接続された二
つのノード同士が接続されているかどうかを示すクラスタリング係数がある．
自然界に存在する複雑ネットワークや，ノード間にランダムにエッジを持たせてランダ
ムグラフとの比較考察が有効である．これまでに，複雑ネットワークとランダムグラフと
の比較に関して研究がなされており，複雑ネットワークに特有の性質が発見されている．
大規模なグラフであっても，任意の二つのノード間の距離が一定の範囲に収まるという
性質が「スモールワールド性」である．古くはミルグラムの実験によって，アメリカ国内
の任意の 2名の間で手紙を平均 6回転送すると未知の相手であっても正しく届くという
現象によりこの名前がつけられた．この現象は「6次の隔たり」とも呼ばれている．
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グラフ中のごく一部のノードが大多数のエッジを持ち，残りのほとんどのノードは少数
のエッジしか持たないという性質は「スケールフリー性」と呼ばれる．ウェブページのリ
ンク解析において，少数の大手サイトへのリンクが大半で，小規模なサイトにはほとんど
リンクされていないことが確認されている．
これらの複雑ネットワーク特有の性質については，近年理論的な解析が行われている．
一定数のノードを円状に配置し，各ノードが近隣のノードにのみリンクしているような
グラフは，クラスター性は高いものの，ノード間の最大距離が非常に大きくなり，スモー
ルワールド性は低くなる．この状態から徐々にエッジを張り替えると，ノード間の最大
距離が急速に減少する．円状のリンクはほぼ維持されているため，クラスター性は変わ
らず，スモールワールド性が強くなる．さらに張り替えを行い，隣接関係を無視したリン
クが一定の割合を超えると，ランダムネットワークに近づき，クラスター性は失われる．
スケールフリー性については，ノードが一つずつ増加するようなネットワークを想定
し，新たに生成されたノードのリンク先は，既存のノードが持っているエッジ数に応じて
確率的に決定するという確率的選択モデルにおいて，ノード数の増加に応じて，徐々にハ
ブとなるノードがそうでない大多数のノードに分かれるという事象が確認されている．
企業間の取引関係においても構造の解明がされつつある．杉山らは日本国内の上場企業
約 3,700社のデータが収録された企業情報データベースより，現実の企業間の取引関係に
関する情報を入手し，企業間の取引関係ネットワークを構築した．そして複雑ネットワー
ク分野の分析手法を適用し企業間取引ネットワークがどのような構造になっているかを
明らかにした．[2] しかしながら経済産業省・中小企業庁が発表した 2016年度版中小企
業白書では，日本全国 382万社のうち大企業は 1.1万社あり占める割合は僅か 0.3%弱に
しか過ぎない．そのため日本企業の実際の企業間取引ネットワークを示すとは言い難い．
高安らは信用調査の情報から構築した企業ビッグデータを用いて複雑ネットワーク分析
を行い，スモールワールド性やスケールフリー性のネットワークの構造的特徴を解明し
た．[3]
これまでの企業ビッグデータを用いた研究は複雑ネットワーク分野のアプローチで企業
間取引ネットワーク全体の構造的特徴を得たものであり，これまでに企業ビッグデータ
を用いて地域や企業に注目した企業間取引ネットワークの構造的特徴を俯瞰した研究は
ない．そこで本研究では企業ビッグデータを用いてマクロからミクロまで分析が可能な
手法を検討する．
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3.3 データビジュアライゼーション
近年メモリやグラフィックボードなどコンピュータの性能が急激に向上したことによ
り，ビッグデータを用いた計算や分析が盛んに行われている．しかしビッグデータ分析
では計算するためのデータ量が大きいため，EXCELなどGUIで操作可能な表計算のソ
フトウエアでは処理ができず，プログラミングや統計学などの専門的な知識が必要とな
る．また情報の膨大さから全体を把握することが難しく，分析だけでは情報を俯瞰した
判断を下すことは困難である．
また自らの勝手な解釈ではなく，「客観性」をもってコミュニケーションを推進するた
めに，人々は「数字」や「表」といったデータを使う．それは，主張の根拠となる大切な
情報であるが，その情報がどのように大切なのか，それに相手は賛成できるかを，データ
と結びつけて論理的に説明するには非常に手間がかかる．情報の受け手側のリテラシに
よっては，理解がおいつかづ困難となるケースも少なくない．
そこで情報を俯瞰するための手段としてデータビジュアライゼーションが注目されてい
る．インターネット発明以降，複雑なデータの相互作用をどのように視覚化すればよい
かの議論は米国のインターネット関連企業が中心となり積極的に行われてきた．学術的
な研究も盛んで，現在も様々な実験的なプロジェクトが進行している．
メディアにおいては，膨大で複雑なデータの関係を通じて得られる社会や自然科学に関
する気付きを，データビジュアライゼーションを活用して人々に伝える手法が，欧米の大
手メディアで 2010年代以降，実験的に始まっている．特にニューヨーク・タイムズは他
社に先んじた取り組みを展開し，2013年頃には実用化され，人々が自ら操作をすること
で情報を取得するインタラクティビティに富む記事をオンラインメディア上に掲出して
いる．現在のニューヨーク・タイムズは，新聞に代わる有料メディアとしてデータビジュ
アライゼーションを活用したオンライン記事を有料会員向けに配信している．
他方，日本においては 2015年以降に実験的に開始され始め，同年にYahoo! JAPANが
東京駅から日本全国への「到達所要時間マップ」を公開した．?? 日本経済新聞社もデー
タビジュアライゼーションを活用したオンラインニュースメディアとして「日経：Visula
Data」を公開し，現在も積極的な配信を行っている．このように日本においても，ビッ
グデータ時代の情報伝達手法としてデータビジュアライゼーションが本格的に根付きつ
つあることを実感している．
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データビジュアライゼーションの最大の特徴は，人々が自ら操作をすることで情報を
取得するインタラクティビティにある．これより地図上にデータの可視化をするジオビ
ジュアライゼーションや階層構造，時系列データを対象としたビジュアライゼーション
について，先行研究をまとめる．
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3.3.1 グラフビジュアライゼーション
ネットワーク全体を俯瞰する際のネットワークビジュアライゼーション手法について
は，ノードとエッジからなるグラフのレイアウト手法として発展してきた．実装が容易
な古典的なビジュアライゼーション手法としては無向グラフのための力指向アルゴリズ
ムである Peter Eadesによるヒューリスティック手法が挙げられる．Eadesのアルゴリ
ズムでは対象とするネットワークの大規模化・複雑化に伴う計算量の増大が問題となっ
ており，このアルゴリズムを改良した研究として Thomas M. J. Fruchtermanらによる
手法やKamadaらによる手法が挙げられ，計算量の削減による高速化や多次元尺度法的
な思考が取り入れられている．また，より大規模なネットワークの可視化を可能とする
ため，Hachulらによりポテンシャル場を用いたマルチレベル法が提案されているほか，
代数的アプローチによる手法としてKorenらの固有ベクトル高速な計算手法を用いた方
法や，Harelらの高次元から二次元への射影を利用した手法など，高速化手法が研究され
ている．
またネットワークを構成するノードの効果的な画面配置によってネットワーク構造の可
読性を高める汎用的な手法の一つとして，ノード間を連結するエッジにバネ等の力学モ
デルを仮想し，運動方程式の反復処理等によって最適なノード配置を求める，という手法
がある．この手法は force-directed法と呼ばれ，グラフ描画のための力学モデルの最も有
名なものとして広く実用されている．
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図 1 東日本大震災・マスメディア・カバレッジ・マップ
3.3.2 ジオビジュアライゼーション
ジオビジュアライゼーションとは位置情報や地理空間情報を含むデータを地図を用
いて可視化したものの総称である．地理情報システム（GIS：Geographic Information
System）は位置情報を手がかりに，位置に関する情報を持った空間データを 2次元の地
図上に可視化し，高度な分析や迅速な判断を可能にする技術である．また近年コンピュー
タのグラフィックボードの性能などの向上によりGoogle Earthや Cesiumなど 3次元の
仮想地球儀上へのデータビジュアライゼーションも開発されている．
渡邉は 3次元の仮想地球儀上へデータをマッピングしたアーカイブシステムを多く開発
している．これらのアーカイブシステムは，位置情報に紐づくデータを 3次元仮想地球
儀上にプロットし，ユーザがインタラクティブに操作をすることでデータが重層された
3次元仮想地球儀上を探索することができるシステムである．東日本大震災・マスメディ
ア・カバレッジ・マップは東日本大震災の被災地のどの市区町村に，どのような報道や情
報の提供があったのかをデータとして収集し，3次元仮想地球儀上にマッピングした．[9]
データがマッピングされていない地域が存在することから，メディアに報道されていな
い空白の地域が存在することが発見できる．このようにジオビジュアライゼーションで
表現することで，データを地理的情報と紐付けて把握することを容易にする．
Chiricotaら [15]はフランス国内における通勤者の自宅と企業が立地する地点をノード
とした通勤時の移動ネットワークを 2Dの地図上にグラフを用いて可視化した．この可
視化より移動ネットワークの地点間のつながりの有無を地理情報と重ね合わせて読み取
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ることができ，通勤者の移動範囲の把握が可能である．しかしながらChiricotaの手法は
ノード間のつながりを示すエッジの始点と終点が同一平面上に描画されている．そのた
め通勤者の移動ネットワークにおける移動方向を把握することができない．
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3.3.3 階層構造のビジュアライゼーション
自動車産業を代表とするサプライチェーンは原材料や部品の調達から製造・販売まで複
数の階層による企業間の取引関係で構築されている．自動車産業では自動車メーカを頂
点とし，下請け企業が紐づく複数の階層のピラミッド構造で構築されている．階層を区
別して企業間取引ネットワークを把握することは取引関係において仕入側企業と販売側
企業の企業には力関係が存在しているため重要である．伏見ら [16]はノードを業種，取
引関係を業種間取引とした業種勘取引ネットワークを 2次元平面上に階層ごとに区別し
てノードをプロットした可視化手法を提案した．業種勘取引ネットワークを階層を区別
して可視化することで，ネットワーク内における各ノードの取引階層ごとに区別した把
握が可能になる．しかしながらこの手法は 2次元平面上に取引階層とエッジの重み付け
で描画する座標を決定しているため，地理情報を重ね合わせた可視化には不向きである．
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3.3.4 時系列のビジュアライゼーション
時系列データのビジュアライゼーションでは，横軸に時間軸，縦軸に値を取り，各要素を
一本の折れ線グラフで表示するビジュアライゼーション手法が一般に広く普及しており，
データの解析などの目的にも用いられている．[10, 11] 近年は，大規模なグラフ群から目
的の数値群を抽出するための研究がいくつか行われている．一例として，Wattenbergら
によって，形状に基づくグラフ検索が報告されている．[12] ここでは，ユーザが求めるグ
ラフ全体の形状を画面上で描画し，システムはこれに近い形状を持つ折れ線を複数提示
している．また，Hochheiserら [13]は，時系列データを表す大量の折れ線グラフ群から，
折れ線の傾きの角度・折れ線の通過範囲等に基づくグラフ検索を提案している．
Wijkら [14]は，時系列データのグラフ表示とクラスタリングを利用した手法を提案し
ている．この手法では，1日の各時刻における社内にいる従業員数の変化を日ごとに xy
平面でグラフ化し，z軸に日付を割り当てた 3次元表示を行っている．さらに，階層型
クラスタリングを用いて従業員数の変化が似ている日ごとにクラスタを生成し，カレン
ダー型表示をクラスタに応じた色で塗り分けることで，時期や曜日による特徴を表現し
ている．
折れ線グラフ形式以外にも，時系列データのビジュアライゼーションの研究は数多く行
われている．
一例としては，一般にデータの分布状況を視覚的に認識するために用いられるヒスト
グラムにおいて，さらに時間軸を加えた 3次元でのヒストグラム表示手法などが挙げら
れる．
またWeberらは，螺旋状に時間軸をとった表示手法を提案している．円周の長さを
データの周期に割り当てることで，似た特徴をもつ時刻が螺旋の中心を通る直線上に並
ぶため，周期性のあるデータの表示に適している．
ThemeRiverでは，各要素の値の大きさを垂直方向の幅で表示し，複数の要素の時系列
変化を積み重ねた表示を行っている．この手法は，値の大きさが塗り分けの幅に対応し
ているため，どの要素が大きな変化をとっているかを一目で知ることができる．しかし
要素数が多い場合には各要素の幅が小さくなってしまうため，見分けるのが困難になる
という問題点がある．
渡邉らは日本全国にいる天気予報アプリケーションのユーザが投稿した天気予報を 3D
仮想地球儀上に可視化したシステムを構築した．ひとつずつの情報は投稿された位置情
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報に基づいてアイコンとして地図上にプロットされている．またアプリケーション上に
描画する時系列を指定することが可能なタイムスライダの機能を付与した．タイムスラ
イダを用いることでアプリケーションに搭載された異なる時系列のデータを整理して俯
瞰することが可能となる．
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3.4 本論文の方針
企業ビッグデータを用いて企業の情報を俯瞰するためには地理的情報と組み合わせる必
要がある．また階層を区別して把握し，時系列での変化を把握する必要がある．
そこで本論文では 3次元仮想地球儀上に企業ビッグデータを可視化するビッグデータビ
ジュアライゼーションシステムを構築する．そしてサプライチェーンなど階層を有する
企業間取引ネットワークの把握を容易にするため，エッジの始点と終点を描画する高度
を変化させたビジュアライゼーション手法を提案する．また年々変化していく企業活動
を把握するため，時系列で変化する企業間取引ネットワークの把握を促進させるビジュ
アライゼーション手法を提案する．
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4 データマート構築
4.1 目的
これまでの企業を対象とした研究では有価証券報告書，調査機関が発表している産業別
に調査されたデータベース，各企業のウェブサイトに掲載されている情報，政府が定期的
に実施している各種統計データや地方自治体が公開しているオープンデータ，など一般
に公開されていたり，入手しやすいデータが分析に用いられていた．有価証券報告書は
上場企業を中心としたものであり，企業規模に偏りがあり，産業別データベースでは特定
の産業に特化しているため，異なる産業間の関係を把握することができない．また各企
業のウェブサイトは企業ごとに把握できる収録項目が企業ごとに異なる．そして各種統
計データは調査情報を都道府県や市区町村単位で集計しているためユーザ側で集計単位
の粒度を設定をすることができず，オープンデータはデータのフォーマットやファイル
形式が異なるためデータビジュアライゼーション用のデータマートとして不向きである．
確度の高い政策立案や経営戦略策定のには，項目やデータフォーマットが統一された
データで，かつユーザが集計単位の粒度を設定できるよう企業単位の個票データであり，
全産業を俯瞰して把握できる必要がある．本章の目的は先行研究と比較して大企業から
中小企業まで網羅している企業規模の偏りが少なく，幅広い産業を網羅し，ユーザが集計
単位の粒度を設定できる統一的なフォーマットのデータベースを構築する必要がある．
そこで本研究では帝国データバンクが保有する企業ビッグデータを用いる．企業ビッグ
データから企業同士の取引関係を示すことが可能な企業間取引データを作成し，ノード
とエッジをつなぎ合わせることで企業間取引ネットワークを構築する．また特定の企業
を中心とした階層を有する取引関係を表現するために取引クラスタを定義し，ビジュア
ライゼーション用のデータマートを構築する．
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4.2 企業間取引データ
本研究では帝国データバンクが保有する企業ビッグデータを用いて，企業同士の取引関
係を示すことが可能な企業間取引データを作成する．企業間取引データの作成には図 2
に示す信用調査報告書の取引先欄を用いる．取引先欄には信用調査の対象企業における
主要な仕入先企業と主要な得意先企業の企業名と各企業を特定するTDB企業コードが記
載されている．また取引の品目名や，信用調査の対象企業において主力の取引か否かの
フラグが振られている．信用調査報告書では仕入先，得意先とそれぞれ最大で 60社を記
載することが可能である．しかしながら各企業全ての取引先を把握しきれている訳では
ない．また一部の大手企業などは取引先数が膨大であり，60社以上存在する場合がある．
例えばA社は B社，C社から物を仕入れていて，A社の信用調査報告書の仕入先項目に
は B社と C社の 2社が記載されているとする．しかしA社は B社と C社だけではなく，
D社からも物を仕入れている場合，本来 A社の信用調査報告書の仕入先項目には B社，
C社，D社の 3社が記載されているべきである．このような場合 D社の信用調査報告書
の得意先項目をみると，A社との取引を確認できる場合がある．このように相手側の信
用調査報告書を見ることで，把握しきれていなかったり，収録しきれなかった企業間取引
をデータ化することが可能となる．
本研究では図 xxのような企業同士の取引関係を示すことが可能なデータを構築する．
ノードを企業，エッジを取引関係とする．これを本研究では企業間取引データと定義す
る．企業間取引データは取引関係でつながっておりお金や物が動くことから，両エッジ
端のノードは発注側企業と受注側企業のように立場が異なる．そこで企業間取引データ
はエッジを単なるつながりとして定義することで無向ネットワークとして，またエッジ
を取引関係によるお金や物の流れとして定義することで有向ネットワークとして捉える
ことが可能である．
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図 2 信用調査報告書の取引先欄のサンプル
図 3 企業間取引データ
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4.3 企業間取引ネットワーク
4.3.1 複雑ネットワーク
1967年のMilgramの実験により，実社会において他人と他人の間を仲介する人数はた
かだか 6人程度であることが示された．我々個人は，世界の人口に比べて極めて少人数と
しか知り合いでないにも関わらず，たかだか 6人のつてをたどるだけで世界中の人々に
アクセスできてしまうことは驚異的な事実である．しかし普遍的な事実は分かったもの
の，それを説明するために，人間関係のネットワーク構造をモデル化することは容易でな
かった．なぜならば，従来のグラフ理論では，各ノード間の最短経路が短いことを表現す
るには，ランダムグラフが適当であった．しかし，それでは実社会で陽に存在する友達同
士のコミュニティをまったく表現できない．一方，コミュニティを表現するにはレギュ
ラーグラフが適切である．しかし，これでは各ノード間の最短経路が長くなってしまう．
このような矛盾の解消が課題であったが，1997年にWattsらは環状のレギュラーグラフ
の一部をランダムに張り替えることによって，最短経路とコミュニティ性の両方を満足
するシンプルなネットワークモデル（重みなし無向グラフ）を提案した．また，ネット
ワークを特徴づける指標として平均最短経路長とクラスタ係数を用い，短い平均最短経
路長と高いクラスタ係数を同時に有することをスモールワールド現象と呼んだ．このよ
うにネットワークを特徴づける指標をわずか 2つに厳選したことと，様々な実ネットワー
クからもこのスモールワールド現象が確認されたことにより，スモールワールドネット
ワーク研究のブームが到来した．その後，Barabasiらのスケールフリーネットワークな
ども重要なモデルと認知され，これら周辺の概念を総合して「複雑ネットワーク」と呼ば
れるようになった．
実社会に存在するネットワークの多さを考えれば，複雑ネットワーク研究の応用例が見
えてくる．例えば，うわさの広がり，伝染病の伝搬，経済活動，インターネット網，神経
回路網，交通渋滞，地震の連鎖など広範囲の分野で研究が活発に行われている．しかし当
然ながら，現実のネットワークはWattsらが提案したモデルのような重みなし無向グラ
フだけではない．人間関係のネットワークですら実際は有向ネットワークであり，脳内
神経回路網では有向性のほかにもシナプス加重といった“重み”がある．
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4.3.2 企業間取引ネットワークの特徴
製造業を主業とする企業であれば，自社製品の製造に必要な様々な資材や部品を複数の
メーカや卸売企業から仕入れている．また資材や部品を供給したメーカであれば原材料
などをさらに仕入れ，卸売企業であれば異なるメーカから商材を購入している．このよ
うに企業は複数の次数のつながりからなるサプライチェーン構造を構築している．
図 5に企業間取引データと企業間取引ネットワークの関係を示す．企業間取引データに
おける同一のノード同士を接続し，エッジを接続していくと階層構造からなる企業のつ
ながりができる．そしてこの接続を繰り返すことで，ノードを企業，エッジを取引関係と
したお金の流れからなる大規模なネットワーク構造ができる．この企業と取引関係の集
合体を企業間取引ネットワークと定義する．
本研究で用いる企業間取引ネットワークに収録されている企業数と取引数を表 xxに示
す．企業間取引ネットワークは帝国データバンクが保有する各年 1月時点の最新の信用
調査報告書を基にしている．年々収録されているノードとエッジ数が増加している．こ
れはデータマートを累積で作成しているため，信用調査先の企業数増加に伴い企業間取
引ネットワークを構築するノードとエッジ数も増加している．
企業間取引ネットワークは 4.3.1で述べた複雑ネットワークのひとつとされている．高
安らの研究により企業間取引ネットワークはスモールワールド性やスケールフリー性の
ネットワークの構造的特徴を有することがわかっている．
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図 4 企業間取引データの接続
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図 5 企業間取引データ，企業間取引ネットワークと取引クラスタの概略図
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4.4 取引クラスタ
自動車完成車メーカの複数の階層によるサプライチェーンのピラミッド構造に代表さ
れるように，実際の企業の取引関係は複数の階層から成り立っている．4.2で述べたよう
に企業間取引データのエッジは取引関係によるお金や物の流れによる向きをもっていて，
企業間取引ネットワークは有向ネットワークとして捉えることができる．
本研究では企業間取引ネットワークから階層を有する取引クラスタを構築する．企業間
取引ネットワーク内に存在する任意の企業から複数の次数でつながる企業と取引関係を
取引クラスタとして定義する．
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5 企業ビッグデータビジュアライゼーションシステムの構築
5.1 目的
本章の目的は複雑ネットワークや統計学などの専門的な知識やデータ処理のためのプロ
グラミングスキルをもたないユーザが，地域や産業を横断した企業活動を把握すること
である．地域や産業を横断した企業活動の把握のためには，企業間取引データのような
ミクロな企業のデータが必要となる．また専門的な知識やプログラミングスキルをもた
ないユーザがデータから知見を得るためには，データビジュアライゼーションは有用な
手段の一つである．
そこで本章では 3D空間上に仮想地球儀を描画し，全量の企業間取引データを可視化
するジオビジュアライゼーションシステムを構築する．本章の意義は全量の企業間取引
データを搭載したユーザがインタラクティブに操作可能なジオビジュアライゼーション
システムの構築である．
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5.2 データマート構築
ユーザがビッグデータをアプリケーション内で自ら探索するためには，地域ごとや産業
ごとに恣意的に切り出したデータではなく，出来る限り粒度の細かい個票データを用い
る必要がある．そこで本章では統計データではなく先行研究よりも粒度が細かく集計が
企業単位のデータマートを構築しシステムに搭載する．
企業ビッグデータを可視化するためには，企業の位置情報や業種，売上高など企業単体
の属性を示すノードのデータと，企業間取引ネットワークなど企業同士の取引関係を示
すエッジのデータの 2種類が必要である．
ノードのデータには企業を識別するための企業コードと商号が必要である．また企業の
属性を示すため産業分類と市区町村分類が，また企業の特徴を示すため売上高と利益を
収録したデータを構築する．またノードを 3D仮想地球儀上にプロットするため，所在地
の情報から企業の緯度と経度の情報を付与する．3D仮想地球儀上にプロットする企業の
位置は企業の本社所在地とする．企業の本社所在地に住所を含んでいるデータをGISで
扱うために，東京大学空間情報科学研究所センターが提供する「CSVアドレスマッチン
グサービス」を用いて経度緯度のような数値による座標値を与えるアドレスマッチング
処理を行う．
エッジのデータは企業と企業の取引によるつながりを示す．そこで企業コードをキー
として始点と終点の企業コードが紐付いた企業間取引ネットワークを示すことができる
エッジのデータを構築する．
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図 6 ビジュアライゼーションシステムの画面設計
5.3 企業ビッグデータビジュアライゼーションシステムの概要
「鳥の目」と「虫の目」の両眼で物事を捉えることが重要だと言われているが，これは
つまりマクロ的視点とミクロ的視点を行き来しながらデータ分析をすることである．自
治体の戦略策定においては産業構造の全体像をマクロ的視点（鳥の目）で捉えた上で，企
業単位の取引によるつながりをミクロ的視点（虫の目）で把握する必要がある．そこで本
章で開発するビジュアライゼーションシステム単独でのマクロ的視点とミクロ的視点の
把握を可能とするため，画面を左右に分割し，マクロ的視点とミクロ的視点を行き来でき
る設計とする．
本ビジュアライゼーションシステムの画面設計を図 6に示す．画面左側には 3D仮想地
球儀上への可視化を配置し，画面右側には画面左側にプロットされている企業の情報を
表示する．
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5.4 ビジュアライゼーション手法
本ビジュアライゼーションシステムは企業ビッグデータ全量を搭載する．そのため一
般に公開されているGoogle Earthや Cesiumなどで構築したウェブアプリケーションで
はグラフィックボードの性能上，選択した地域に対応したデータをインタラクティブに
抽出し，画面上に描画することは難しい．そこで本章で描画するジオビジュアライゼー
ションにはC++により独自に開発した 3D仮想地球儀を用いる．[17]
画面左側の 3D仮想地球儀は図 7に示すようにユーザのインタラクティブな操作が可能
にし，俯瞰する度合いによりユーザの操作でズームインとズームアウトが可能である．ま
た 3D仮想地球儀上の任意の地域を選択することで，その任意の地域に立地する企業を丸
い点でプロットする．企業が主業とする産業に応じてプロットする丸い点の色を変化さ
せる．産業と色の対応表を図 8に示す．
画面右側には画面左側にプロットされている企業の情報を 2種類の方法で表示する．一
つは図 9に示すようにプロットされている企業の産業ごとの企業数を描画する．限られ
た表示スペースを効率的に使用して描画するため，本システムではツリーマップを用い
る．また本システムでは産業ごとの企業数を可視化したツリーマップを花火図と呼ぶこ
ととする．もう一つは図 10（に示すようにプロットされている企業のリストである．こ
こでは企業の名称とその企業の売上高や純利益，従業員数を表示させる．
そしてマクロに企業ビッグデータを俯瞰することで産業ごとにミクロにデータを探索す
るために，産業を選択するフィルタ機能を設ける．
取引構造を把握するため，企業間取引データを 3D仮想地球儀上に可視化する．本章で
は地域間のつながりの把握を目的とするため，企業間取引データを取引によるお金の流
れの向きを区別しない無向ネットワークとして捉える．企業間取引データのエッジの両
端を 3D仮想地球儀上で曲線で結ぶ．また同一方角へのエッジの重なりを避けるため，図
に示すように選択された地域からの距離に応じて曲線の最高部の高度を変化させる．
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図 7 3D仮想地球儀のズームイン・ズームアウト
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図 8 プロットするノードの産業別の色対応表
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図 9 花火図
44
図 10 企業リスト
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5.5 ビジュアライゼーションシステム実装例
独自に構築した 3D仮想地球儀のズームイン・ズームアウトの様子を図 11，12に示す．
マウスの操作により 3D仮想地球儀をインタラクティブに動かすことができる．
日本全体を俯瞰している時は 3D仮想地球儀は都道府県ごとの境界線を表示させる．ま
た 3D仮想地球儀をズームインした場合，都道府県単位の境界線に加えて，市区町村単位
でのより細かい境界線も表示させる．
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図 11 3D仮想地球儀のズームイン・ズームアウト
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図 12 3D仮想地球儀のズームイン・ズームアウト
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図 13 企業間取引データの可視化（愛知県豊田市）
図 13に愛知県豊田市における企業間取引データの可視化を示す．全体的に赤色のエッ
ジが多く存在することが読み取れる．また愛知県名古屋市とを結ぶエッジは緑色のもの
が多く存在することが読み取れる．これは愛知県豊田市における取引は製造業が中心で，
メーカが出荷した製品は名古屋市にある卸売企業や小売企業を中心として販売されてい
ることが示唆される．
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図 14 企業間取引データの可視化（愛知県長久手市）
図 14に愛知県長久手市における企業間取引データの可視化を示す．長久手市の近隣の
市区町村との取引が多く，また知県内だけでなく他の都道府県との取引も多く存在する
ことが読み取れる．そして愛知県豊田市の企業間取引データの可視化と比較すると，全
体的に緑色のエッジが多い．これは長久手市の中心産業が製造業ではなく卸売・小売業
であることが示唆できる．
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5.6 まとめ
第 5章では，地域ごとの産業集積や産業による地域間のつながりを把握するため，全量
の企業間取引ネットワークを搭載した企業ビッグデータのビジュアライゼーションシス
テムを構築した．そこで 3D空間上に仮想のち球技を描画し，企業を産業ごとに色を変化
させた丸い点でプロットした．そして企業間の取引関係を可視化するため，企業間取引
ネットワークにおける企業をノード，取引関係をエッジとし，つながりをグラフで表現し
曲線で描画した．またユーザが企業ビッグデータ全体を俯瞰し，その中から特定の地域
に注目するため，企業ビッグデータ全量をシステムに搭載させ，ユーザが 3D仮想地球儀
をズームインやズームアウトできるようなインタラクティブに操作することが可能なビ
ジュアライゼーションシステムを構築した．
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6 階層を有する企業間取引ネットワークの時系列でのビジュアライゼー
ション
6.1 目的
自動車完成車メーカは自動車部品を 1次仕入先から仕入れ，さらに 1次仕入先は地場
の 2次仕入先や 3次仕入先などから部品の供給を受けている．このように自動車産業は
自動車完成車メーカを頂点とした複数の階層の仕入先をもつピラミッド構造の取引構造
をもっている．製造業を中心とする多くの企業は企業単体で自社製品を製造することは
なく，複数の次数でつながった取引関係で成り立っている．そのため企業間取引ネット
ワークの産業構造を把握するためには企業間取引ネットワークから複数の階層を含んだ
取引クラスタを抽出しビジュアライゼーションをする必要がある．
企業は業績拡大や安定したサプライチェーン構築のため，常に新たな企業との取引関係
を構築することがある．よって企業間取引ネットワークは刻一刻と変化をしているため，
時系列での取引クラスタの変化を把握する必要がある．
そこで本章では任意の企業を中心とした取引クラスタにおける取引構造と時系列での
変化を把握することが目的とし，階層を有する企業間取引ネットワークの時系列でのビ
ジュアライゼーション手法を提案する．
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6.2 階層を有する企業間取引ネットワークのデータマート構築
任意の企業を中心とした階層を有する企業間取引ネットワークの時系列でのデータマー
トを構築する．ピラミッド構造のサプライチェーンを有する代表的な産業として自動車
産業を対象とし，階層構造として自動車完成車メーカから 2次のつながりで構築された
取引クラスタを抽出する．本章では愛知県に本社を有する自動車完成車メーカを中心企
業とする．そして中心企業と直接取引関係でつながった受注社企業を 1次仕入先企業と
して抽出する．
次に 1次仕入先企業と直接取り引き関係でつながった企業のうち，発注社企業または受
注社企業のいずれかが主力取引として認識している取引を抽出する．
取引クラスタが時系列で変化している様子を観察するため，2011年から毎年 1月時点
での企業間取引データを使用し，取引クラスタを同条件で抽出する．
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図 15 2次取引における域内取引量
6.3 ビジュアライゼーションの実装
6.3.1 階層のビジュアライゼーション
本論文では取引クラスタにおける階層構造を表現するため，3次元デジタルアースとし
て Google Earthを用いてビジュアライゼーションを行う．Google Earthでは，航空写
真がベースとなっているため，山地や平地などの地表の色が忠実に再現されている．し
かし詳細な地図の画像と描画するノードやエッジの情報が重なり合うことで視認性が低
くなる．そのためデジタルアース上に黒色の半透明ポリゴンを重層することで，日本列
島の描画を曖昧にする．
取引構造を俯瞰するためには，ノードとエッジが描画されるエリア全体が一画面上で表
示できる必要がある．そのためデジタルアースをズームアウトしても 0次のノードから 2
次までのノードがすべて表示され，かつ階層ごとのノードの高度の差異がはっきりと区
別できるように高度を設定する．そこで本論文では高度の差を 400,000[m]とし，各階層
の高度を 0次は 800,000[m]，1次を 400,000[m]，2次を 0[m]と設定する．
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図 16 アイコンデザイン
6.3.2 アイコンデザイン
企業間取引ネットワーク内には多くのノードが存在する．そのためプロットが密集する
地域ではアイコン同士が重なり合い，集積の様子を読み取ることができない．そこで周囲
が半透明で中心部を不透明にした円形のデザインのアイコンを用いてノードをプロット
する．図 16のような半透明のアイコンを用いることで，企業の集積度合いをヒートマッ
プのように濃淡で表現する．またアイコンの中心部分を不透明とすることで，企業が集
積していない地域においても企業の立地を正確に表現することが可能となる．
ノードのプロットには，周囲が半透明で，中心部を不透明にした円形のデザインのアイ
コンを用いた．東京近辺における 2次仕入先のノードのプロットを図 17に示す．このア
イコンにより，ノードが密集する地域ではアイコンが重なり合うことにより，ノードの密
集度合を色の濃淡で読み取ることができる．また，アイコンの中心部を不透明にするこ
とで，ノードが少ない場所においてもノードの存在を明示することができた．このアイ
コンを用いることで，ノードの集積の様子をヒートマップ的に表現をすることができた．
よって，ノード数の多い企業間取引ネットワークにおいても集積の比較をすることを可
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図 17 アイコンの重なりによるヒートマップ的可視化
能にした．
図 18にノードが日本全国に広がっている様子を示す．長野県上田・佐久地区において
ノードが集中していることが読み取れる．一方で，四国や九州南部などの地域において
はほとんどノードが存在しないことが読み取れる．地図上に全データをプロットするこ
とで，集積している地域だけでなく，他地域との比較から空白域となっている地域を発見
することが可能となる．中心企業の企業間取引ネットワークにおける参入企業が他の地
域と比較し少ない．これは自動車産業において，部材の輸送コストなどの影響で仕入企
業はその周辺に立地することが推測される．このように企業間取引ネットワークを 3D仮
想地球儀上に可視化することで，ノードがもつ地理的情報を効果的に把握させることが
できる．
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図 18 アイコンの重なりによるヒートマップ的可視化
57
図 19 東京都に本社をもつ自動車メーカの取引クラスタのビジュアライゼーション
図 20 広島県に本社をもつ自動車メーカの取引クラスタのビジュアライゼーション
6.3.3 頂点企業ごとのビジュアライゼーションの比較
図 19，20に東京と広島県にそれぞれ本社を有する取引クラスタのビジュアライゼー
ションを示す．両企業ともにエッジが日本全国に広がっていることから，仕入先が日本
全国にあることが読み取れる．
東京都に本社を置く企業は九州地方での仕入先のネットワークが広く構築されている．
一方広島県に本社を置く企業には九州地方での取引先は僅少である．これは自動車や二
輪車などの生産機能をもつ工場の有無が影響していると考えられる．
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6.3.4 産業間でのビジュアライゼーションの比較
卸売業と建設業の同一手法で抽出した取引クラスタのビジュアライゼーションを示す．
卸売業では主要都市圏での取引が目立つ．このように卸売業は本社に機能を集約させる
ことで，取引関係も主要都市に集中していると考えられる．建設業では全国の企業と均
等に 1次取引を行っていることが確認できる．また 2次取引は 1次取引から自地域内ま
たはその周辺の地域で取引を行っている様子が読み取れる．これは，建設業が他の建設
業者に業務を外注するような下請構造を明確にしたものだと考えられる．
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図 21 卸売業と建設業におけるビジュアライゼーションの比較
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図 22 製造物の異なる製造業企業におけるビジュアライゼーションの比較
図 22に分析機器製造，医療機器製造，化学調味料製造の 3種類の製造業企業の同一手
法で抽出した取引クラスタのビジュアライゼーションを示す．医療機器製造では 1次取
引が東京に集中し，2次取引が東京から全国に広がっている様子が読み取れる．一方化学
調味料製造では 1次取引が全国に分散され，2次取引はその周辺の地域に広がっている．
これは，化学調味料製造企業では扱う商材に生鮮食品も含まれており，産地から近いエリ
アにある下請け企業で生産を行っていることが想定される．
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6.3.5 メッシュビジュアライゼーション
地域メッシュ統計とは，緯度・経度に基づき地域を隙間なく網の目（Mesh）の区域に分
けて，統計データをそれぞれの区域に編成したものである．この手法により，地域の実態
をより詳細に，かつ同一の基準で把握することができるので，統計調査ごとに独自に設定
される調査区の区画や面積の相違にとらわれることなく，地域間比較や時系列比較など
異なる統計調査の結果を同一の条件で分析できるという特長があり，単一の調査結果か
らは得られない複合的かつ高度な小地域情報を得ることができる．そこで，国・地方公共
団体における都市計画や地域開発，防災・環境計画，公害対策等の企画・立案のほか，市
場・商圏分析，学術研究等，官民を問わず広範な分野で利用されている．このように作成
した地域メッシュ統計には，以下のような利点がある．
1. 地域メッシュは，ほぼ同一の大きさ及び形状の区画を単位として区分されているの
で，地域メッシュ相互間の事象の計量的比較が容易である．
2. 地域メッシュは，その位置や区画が固定されていることから，市町村などの行政区
域の境域変更や地形，地物の変化による調査区の設定変更などの影響を受けることがな
く，地域事象の時系列的比較が容易である．
3. 任意の地域について，その地域内の地域メッシュのデータを合算することにより，必
要な地域のデータを容易に入手できる．
4. 地域メッシュは，緯度・経度に基づき区画されたほぼ正方形の形状であることから，
位置の表示が明確で簡便にできるので，距離に関連した分析，計算，比較が容易である．
地域メッシュ別に情報を表示する方法（以下「メッシュ法」という。）は，統計データ
の表示のみにとどまらず，地形，自然環境，行政地域，道路・鉄道，公共施設，文化財な
どの位置・範囲等を数値化して表示するなど，多くの分野で広まっている．これらの数
値情報と統計データを重ね合わせて地域メッシュ別に表示あるいは分析することにより，
地域メッシュ統計を更に多角的に利用することができる．
メッシュ法の考え方は，地理学の分析手法の一つとして開発されたもので，1929年に
フィンランドの地理学者グラニョー（J.G．Gran）が 1km2のメッシュを用いて自然事象
や社会事象の地域的分析を行った研究論文を発表したのが始まりといわれている．以後，
地理学の分野で空間的な分布状況や発展過程の分析・解明の手法として多く用いられて
きた．
日本の官庁統計において初めて利用することとなったのは，日本の経済が高度成長下に
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あった昭和 44年である．総理府統計局（現総務省統計局）は，「国土実態総合統計」とし
て首都圏など一部地域を対象に試験的に昭和 40年国勢調査，昭和 41年事業所統計調査及
び昭和 43年住宅統計調査に関する地域メッシュ統計を作成しました．その後，国，地方
公共団体はもとより民間機関など各方面でメッシュ法による地域情報の収集，整備が進
められてきた．地域メッシュ統計が小地域の統計として必要となってきた背景には，小
地域情報に対する需要の増大がある．第一に，昭和 30年代からの経済成長がもたらした
人口の都市集中など，社会，経済環境の急速な変化により，国や県を始め市町村レベルに
おいても地域格差の是正と均衡のとれた発展が課題となり，これに伴い，民間企業でも市
場調査や合理的経営の必要性から現状認識や将来予測の基礎資料として従来よりもきめ
の細かい地域情報の需要が高まり始めた．
第二に，昭和 28年に町村合併促進法が施行され，多くの市町村で合併が行われた結果，
全国の市町村数は昭和 25年の 10,414 (国勢調査時の市町村数．東京都特別区部は 1市と
して計算．から，合併が一段落した昭和 35年には 3,511に減少した．その結果，1市町
村当たりの規模が昭和 25年の人口約 8,000人，面積約 36km2から，昭和 35年には人口
約 27,000人，面積約 107km2と３倍強に拡大された．ところが，統計の集計・表示単位
は従前どおり市町村単位のままであったことから，より小さい区域の統計データの必要
性が増した．
第三に，市町村が共同して上下水道や終末処理場などの公共施設を設置するようにな
り，こうした広域市町村圏の社会基盤整備計画の策定に際しては，従来の市町村単位の統
計データでは不十分な場合が多くなった．
このような変化に対応するため，総務省統計局では，主として人口統計の分野で幾つか
の改善を行った．まず，昭和 35年国勢調査から，各市町村において小地域統計が得られ
るよう調査区別集計を行うこととした．また，市町村の合併により市部地域が拡大され，
市部・郡部別の地域表章が都市的地域と農村的地域の特質を明瞭に示さなくなったため，
都市的地域の特質を明らかにする統計上の地域単位として昭和 35年国勢調査から「人口
集中地区」(Densely Inhabited District : 略称DID）を設定し，これを統計表示の地域区
分とした．
このように，市町村よりも小さい統計地域区分を設定してきましたが，これらの地域区
分による統計データの利用には，少なからず不便が伴う．例えば，国勢調査の調査区は，
調査を実施する上で国勢調査員の調査担当区域を明確にするために設定される地域区分
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であり，大きさが一定でなく，かつ，形状も不規則で調査の都度その境界が変更される場
合がある．したがって，同一調査区の統計データを時系列で比較することが困難な場合
があるほか，調査区の位置を知るには調査区地図などの調査関係書類が必要で，現地と
の照合が困難であるなど利用上の不便がある．また，統計調査間で調査区の地域区分が
異なる場合は統計データの比較ができない．そこで，これらの不便を解消する小地域区
分として，また，各種の統計データを共通の小地域区分で収集・比較するため，メッシュ
法の導入が提案され，様々な検討を経た上で現在の「地域メッシュ」が考案され，昭和
48年に行政管理庁（現総務省）により，統一的な作成方法等を定めた「統計に用いる標
準地域メッシュおよび標準地域メッシュ・コード」（昭和 48年７月 12日行政管理庁告示
第 143号）として告示された．この告示第 143号による地域メッシュの作成方法は，昭和
51年 1月に，日本工業規格（JIS）にコード「JIS C 6304」として制定され，その後，昭
和 62年３月１日に，「JIS X 0410」へ移行された．さらに，平成 13年 6月の測量法の改
正により，緯度・経度の測定は，従来の日本測地系に代えて世界測地系に従って行わなけ
ればならないこととなった．この測量法の改正に伴い，「JIS X 0410」についても平成 14
年 2月 20日付けで改正が行われ，日本測地系の有効期間は 10年間（平成 24年 2月まで）
とするように追加された．
ここでは取引クラスタ内に存在する企業をメッシュにて 3D仮想地球儀上に描画する．
総務省統計局を始め国の行政機関が作成している地域メッシュ統計の主なものは，行政
管理庁告示第 143号の「標準地域メッシュ」を使用して作成されている．メッシュは総務
省統計局が作成している標準地域メッシュにもとづいて区分する．この告示では，統計
に用いる標準地域メッシュを，「基準地域メッシュ」，「分割地域メッシュ」及び「統合地
域メッシュ」の３種類と定め，各地域メッシュの区分方法とメッシュ・コードの表示方法
を規定している．基準地域メッシュは，第 1次地域区画を基に区画される．第 1次地域区
画は，緯度を 40分間隔，経度を１度間隔に区分した区画である．これを縦横に 8等分し
た区画が第 2次地域区画，さらにこれを縦横に 10等分した区画が基準地域メッシュ（第
３次地域区画）となる．分割地域メッシュは，基準地域メッシュの辺の長さを 2分の 1，4
分の 1又は 8分の 1に等分した区画である．統合地域メッシュは，基準地域メッシュの辺
の長さを 2倍，5倍又は 10倍した区画です。なお，10倍した区画は第 2次地域メッシュ
と同じとなる．
各メッシュの色分けはメッシュ内に立地する企業数に応じて区分する．色分けの対応表
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図 23 メッシュビジュアライゼーションの手法
を図 23に示す．
またエッジも同様に色を区分する．エッジは各企業間の取引量に応じて変化させる．取
引量には高安らの研究により開発された取引高推定量を用いる．
65
図 24 メッシュビジュアライゼーション
企業間ネットワークから各自動車メーカーのための産業クラスターを構築し，3D仮想
地球儀上の取引階層を持つ自動車産業の取引クラスタをビジュアライゼーションした．
図 24に取引クラスタ内に存在する企業のメッシュによるビジュアライゼーションを示
す．タイルが北海道から九州まで日本全国に広がっている様子が読み取れる．このこと
から頂点企業のサプライヤーは日本全国に立地していることが読み取れる．
また内陸部より海岸線沿いへの立地が目立つ．これは自動車の部品は電気機械など他の
製造業界のパーツより大きいため，輸送コストなどの面から内陸部への企業が少ないこ
とが考えられる．
また東京，名古屋，大阪に赤色のタイルが多く存在する様子が読み取れる．よって頂点
企業の 1次仕入先，2次仕入先は東京，名古屋，大阪に特に企業が集中していることがわ
かる．
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図 25 メッシュとエッジのビジュアライゼーション
図 25に取引クラスタ全体の構造を示す．3D仮想地球儀上で自動車産業の取引クラス
タをビジュアライゼーションすることで，日本全土に広がった取引がある企業が見える
ようになる．エッジのの始点と終点を描画する階層を変更することで、異なる取引階層
間におけるつながりを理解することができる．
特に関西圏には黄色や赤色の取引量が多い様子を示すエッジが多く存在する様子が読み
取れる．このことから，頂点企業のサプライヤは東京，名古屋，大阪と主要都市圏に集中
して立地しているが，その中でも取引量が集中しているのは大阪を中心とした関西圏で
あることが想定される．
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図 26 中国地方におけるメッシュビジュアライゼーションの比較
図 26に異なる自動車メーカ A，B，Cを頂点とする取引クラスタにおける中国地方に
立地するサプライヤのメッシュによるビジュアライゼーションを示す．この図より，頂
点企業が異なる 3つの自動車メーカに対してそれぞれ中国地方の下請け企業が製品を提
供していることが読み取れる．特に中国地方では，瀬戸内海側に多くのサプライヤがあ
ることもわかる．したがってメッシュ単位ごとにノードを集約することは，マップ上の
ノードの密度の可視性を向上させる．またメッシュ間の色を比較することにより，各取
引クラスタにおける産業集積の度合いの比較が促進される．
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6.3.6 時系列のビジュアライゼーション
前述の手法により抽出した取引クラスタを用いて取引クラスタ内の tier0からの各ノー
ドの次数に応じて描画するエッジ端の高度を変化させ，時系列の推移によるエッジの重み
付けの変化に応じて描画するエッジの色を変化させる．本論文ではユーザがアプリケー
ションを探索し新たな知見を発見するため，ズームイン・ズームアウトが可能で，また時
系列の動的な変化が可能なジオビジュアライゼーションを構築する．
筆者らは取引クラスタ内の tier0からの各ノードの次数に応じて描画するエッジ端の高
度を変化させる手法を提案した．図 27の（a）に示すように，本論文でも筆者らの提案し
た手法を用いて取引クラスタを可視化する．各エッジをプロットする地図上の経度と緯
度は各市区町村の役場が立地する座標とする．また描画する各エッジ端の高度は tier0を
800,000[m]，tier1を 400,000[m]，tier2を 0[m]する．
本論文で用いる取引クラスタは図 27の（b）に示すように 2011年から 2016年まで時
系列で存在する．時系列による各エッジの重み付けの変化をみるため，前年との重み付
けの数値を比較し描画するエッジの色を変化させる．図 27の（c）に重み付けの変化と描
画するエッジの色の対応を示す．重み付けが増加したエッジは青色で描画し，減少した
エッジは赤色で描画する．また前年との変化がない取引は白色で描画し，前年は存在せ
ず対象年に新規に発生したエッジは緑色で描画する．そして各時点における取引クラス
タを同一のアプリケーションで表現するため，タイムスライダを用いる．
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図 27 （a）階層によりエッジ端の高度を変化させるビジュアライゼーション手法，（b）時系列で存在
する取引クラスタ，（c）重み付けの変化と描画するエッジの色の対応
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図 28 ビジュアライゼーションの全体像
図 34に提案手法を用いて可視化した 2013年の取引クラスタを表示させたアプリケー
ションを示す．アプリケーション左上のタイムスライダをスライドさせることで，取引ク
ラスタの時系列での変化する様子を表示することが可能である．ビジュアライゼーショ
ンから取引クラスタ内には青色，赤色，緑色のエッジが混在していることが読み取れる．
複数色のエッジの混在は取引クラスタにおけるエッジの重み付けの変化や張り代わりを
示しており，企業の取引関係は全国規模で年々変化していることがわかる．
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図 29 提案手法による 2011年と 2012年のビジュアライゼーション
図 29，30，31に 2011年から 2016年における tier1の時系列でのエッジの色の変化を
示す．2011年と 2013年は青色のエッジが多く，2012年では赤色のエッジが多く存在す
る様子が読み取れることから，各年ごとに描画された取引クラスタのエッジの集合体の
色に傾向があることが読み取れる．これは 2011年に発生した発生した東日本大震災の影
響により，自動車産業の取引は 2012年に一時的に減少したが，2013年には取引クラスタ
におけるつながりが再構築されていると推測される．
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図 30 提案手法による 2013年と 2014年のビジュアライゼーション
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図 31 提案手法による 2015年と 2016年のビジュアライゼーション
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図 32 宮城県の変化
図 35に 2012年から 2014年における宮城県周辺での取引クラスタの変化を示す．2012
年は tier1，tier2ともに緑色のエッジが多く描画されていることから，新たな取引が創出
されていることがわかる．2013年には tier1は青色のエッジが描画され，tier2は前年と
比較し緑色のエッジがさらに増加している．したがって 2012年と比較すると取引クラス
タにおける宮城県の 1次取引は増加し，2次取引は新規取引が増加していることがわか
る．そして 2014年には tier1は変化が無いが，tier2は青色や緑色のエッジが混在してい
る．2012年，2013年と比較し 2014年における取引クラスタは宮城県周辺での取引が拡
大しているしていることが推測される．このように新たな地域での取引が生じる場合，ま
ず 1次取引と 2次取引が同時に生成され，時間が経過すると 1次取引数が増加し，その後
2次取引数が増加していくことがわかる．
このように前の時点とのエッジ数の変化に応じてエッジの色を変化させて描画する手
法は，大規模な取引クラスタ内のエッジ数の変化を把握するのに効果的な手法といえる．
また提案する可視化手法を用いることで取引クラスタにおける新規取引が創出される時
の時系列での取引数変化のメカニズムを見出すことができた．
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6.4 まとめ
本章では任意の企業を中心とした取引クラスタにおける取引構造と時系列での変化を
把握することが目的である．取引クラスタにおける中心企業からみた各ノードの次数に
よってプロットする高度を変化させ，取引クラスタのエッジを始点と終点のノードの市
区町村ごとにクラスタリングさせることで重み付けを計算し，時系列での重み付けの変
化によって描画するエッジの色を変化させる．開発した可視化手法を用いたビジュアラ
イゼーションシステムを使うことで，ユーザは短時間で数多くの地域ごとの取引構造の
特徴に関する示唆を得ることができた．よって任意の企業を中心とした取引クラスタに
おける取引構造と時系列での変化の把握が可能になった．
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図 33 2次取引における域内取引量
7 提案手法の検証
7.1 ビジュアライゼーションによって読み取れた事実
第 5章では，地域ごとの産業集積と産業による地域間のつながりを把握するため，全量
の企業間取引ネットワークを網羅したビジュアライゼーションシステムを構築した．ま
た第 6章では，企業間取引ネットワーク内の任意の企業を中心とするサプライチェーン
の取引構造と，時系列で変化するネットワーク構造に潜む特徴の読み取りを試みた．
図 33は取引クラスタ内における取引階層に応じて描画するエッジの始点と終点の高度
を変化させ，またエッジの始点と終点の地域が同一の場合，エッジを黄色で描画し，その
他のエッジと描画する色を区別して表現する．このビジュアライゼーションより同一地
域内での取引関係を示す黄色のエッジの存在を確認することができ，域内で自動車産業
の取引クラスタが形成されていることが推測される．また地域に応じて同一地域間の取
引の幅が異なることから，地域ごとに取引クラスタの大きさが異なることが推測される．
図 34に提案手法を用いて時系列変化を可視化した，日本全体を俯瞰することができる
可視化を示す．取引クラスタ内には青色，赤色，緑色のエッジが混在していることが読み
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図 34 ビジュアライゼーションの全体像
図 35 宮城県の変化
取れることから，各エッジの取引数を示す重み付けの変化や，エッジのつなぎ替えが起
こっていることが推測される．従って，企業の取引関係は全国規模で年々刻一刻と変化
していることがわかる．
図 35に 2012年から 2014年における宮城県周辺での取引クラスタの変化を示す．2012
年は 1次仕入取引，2次仕入取引ともに緑色のエッジが多く描画されていることから，過
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去にされていなかった地域間同士での新たな取引が創出されていることがわかる．2013
年には 1次仕入取引として青色のエッジが描画され，2次仕入取引は前年と比較し緑色の
エッジがさらに増加していることから，2012年と比較すると取引クラスタにおける宮城
県の 1次取引は増加し，宮城県から他地域をむすぶ 2次取引は新規の取引が増加している
ことが読み取れる．次に 2014年には 1次仕入取引には取引量の変化が無いが，2次仕入
取引は青色や緑色のエッジが描画され，同一地域間での取引量が増加し，また新たな地域
との取引を開始していることが読み取れる．2012年，2013年と比較し 2014年時点での
取引クラスタは，宮城県周辺での取引が拡大しているしていることが推測される．この
ように新たな地域での取引が発生する場合，まず 1次取引と 2次取引が同時に生成され，
時間が経過すると 1次取引数が増加し，その後 2次取引数が増加していくことがわかる．
提案するビジュアライゼーション手法を用いることで，取引クラスタにおける新規取引
が創出される際の階層ごとの時系列変化に応じた新規取引発生と取引数増加のメカニズ
ムを見出すことができる．
開発したビジュアライゼーション手法を用いることで，筆者はネットワーク構造に潜む
階層構造や時系列変化の特徴を読み取ることができた．本章では提案するビジュアライ
ゼーション手法を組み込んだアプリケーションにより，筆者以外のユーザがビジュアラ
イゼーション手法により取引クラスタから取引構造における取引構造と時系列での変化
などの特徴を筆者と同様に得られるかを実験する．
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7.2 デスクトップコンピュータによるユーザテスト
7.1節では提案するビジュアライゼーション手法を用いて，筆者が読み取れる取引ク
ラスタに潜む階層構造や時系列変化の特徴を列挙した．本章では提案するビジュアライ
ゼーション手法を組み込んだアプリケーションにより，筆者以外のユーザがビジュアラ
イゼーション手法により取引クラスタから取引構造における取引構造と時系列での変化
などの特徴を筆者と同様に得られるかを実験する．そして本実験の被験者から得られた
示唆より，筆者が提案したビジュアライゼーション手法の階層を区別し時系列変化の把
握における表現の有効性を示す．さらに大画面ビジュアライゼーションシステムを用い
て複数人でのディスカッションを実施することで，施策策定や経営戦略立案における会
議体での議論の創発に効果があることを示すことを目的とする．
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7.2.1 実験方法
実験場所
首都大学東京日野キャンパス
実験日
2017年 11月
実験環境
コンピュータ　：MacBook Pro, Intel Core i7 3.5GHz, メモリ 32GB, グラフィックス
NVIDIA GeForce GTX 780M
ディスプレイ　：Apple Thunderbolt Display（27インチ）
マウス　　　　：3Dconnexion, SpaceNavigator
参加者
株式会社帝国データバンク（以下，TDBとする）に勤務する 20～40代の社員 7名．企
業活動や産業の特徴に関する習熟度を満遍なくするため，TDBに入社後の年数が 1～17
年と幅広い社歴の中から参加者を選定した．
実験方法
前述したビジュアライゼーション手法組み込んだ 3D仮想地球儀のアプリケーションを
用いて実験を行った．本実験では 5分間のアプリケーション，マウス操作に慣れる時間
を設ける．その後 20分間でアプリケーション操作をしながら，ビジュアライゼーション
から得られた自動車産業の取引クラスタがもつ取引構造に関する気づきを書き出しても
らう．アプリケーションの操作により得られた示唆を自由記述にて列挙してもらう．
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図 36 検証実験の様子
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7.2.2 アンケート結果と分析
実験で被験者が記述したアンケート結果を，取引クラスタと地理的情報のマッシュアッ
プについての記述，取引クラスタにおける階層構造について記述したものと時系列変化
について記述したものに分類し列挙し，分析を行う．
取引クラスタと地理的情報のマッシュアップについての記述と分析
 
・東京都，大阪府，愛知県の主要 3大都市以外では，福岡県や広島県に 2次仕入先が
多く存在する．
・東北地方北部と四国に 2次仕入先が少ない．
・地方の 2次取引先の納入先（1次取引先）は東海地方や関東地方に多く存在して
いる．
・1次仕入先は経年通じて太平洋側の地域に集中していて，特に関東以西に多い．
・自動車部品メーカや自動車メーカの工場が多い九州地方に 2次取引先が多い． 
アンケート結果には，「東京都」，「大阪府」，「愛知県」，「広島県」，「福岡県」など固有名
詞での地名が含まれている．これらは，3D仮想地球儀上に取引構造をマッピングするジ
オビジュアライゼーションの効果により，ユーザは取引構造と企業の地理的関係をマッ
シュアップさせて分析していると推測される．またアンケート結果には都道府県名では
なく，「東北地方北部」，「四国」，「東海地方」，「関東地方」，「九州地方」など都道府県単
位よりも粒度の大きい地方単位での記述も含まれている．これらは，3D仮想地球儀をイ
ンタラクティブにズームイン・ズームアウトさせながらユーザが分析することで，分析す
るエリアの粒度をユーザが独自に設定することを可能にしていると推測される．
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階層構造についての記述と分析
 
・階層をまたぐエッジの角度によって，大まかな取引距離を把握することが可能で
ある．
・日本海側からビジュアライゼーションをみると，描画されている階層をまたぐエッ
ジの角度の変化を時系列で感じにくい．これは太平洋側は取引の変動が存在するが，
日本海側の取引は固定されていることを示唆している．
・1次仕入先と 2次仕入先において同一地域間でなされている取引は同一地域内で取
引していることを示し，地域の中核となる企業である可能性がある．
・頂点企業から 1次仕入先，2次仕入先のエッジで構成されるビジュアライゼーショ
ンの外形により，頂点企業の取引の特徴が把握できる．
・頂点からのつながりをトップダウンでみるだけではなく，2次仕入先からボトム
アップで把握することも可能である． 
アンケート結果には，「階層をまたぐ」や「1次仕入先と 2次仕入先において同一地域間
でなされている取引」，「頂点企業から 1次仕入先，2次仕入先のエッジで構成される」と
いう表現がなされている．これらは，ユーザが取引クラスタ内における取引関係を階層
を区別し，頂点企業からの階層に応じた取引構造についての気づきを得たことを示して
いると推測される．
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時系列変化についての記述と分析
 
・新規取引を示す緑色のエッジが 2次取引に多く存在している．
・青色の線の割合によって，ビジュアライズされている産業の今後の発展性が把握で
きる．
・2011年から 2012年にかけて赤色のエッジが多く存在し，特に 2次の仕入取引より
も 1次の仕入取引に多く存在することが把握できる．
・2013年から 2014年にかけて九州地方における 1次の仕入取引の減少が目立つ．
・2011年と 2012年を比較して，1次の仕入取引において赤色のエッジが増加してい
る．一方，2次の仕入取引の割合は増加していない．1次仕入取引の取引数減少は 2
次仕入取引に大きな影響を与えない．
・ビジュアライゼーションを太平洋側の位置から真横に配置して時系列での取引の変
化をみると，1次の仕入取引の線の角度にはあまり変化がないが，2次の仕入取引は
1次の仕入取引と比較して動きが感じられる．これは主に 1次仕入先が 2次仕入先を
選択しているのではないかと推測される．
・2012年に 1次取引先が減少しているようにみえる．これは東日本大震災が影響し
ていると推察される．
・東日本大震災後に，2次取引先のエリアが変化している．
・2015年に東日本の 1次，2次取引の減少が目立つ． 
アンケート結果には，「青色」，「赤色」，「緑色」と時系列変化に応じて描画するエッジの
色についての記述が含まれている．これらは，ユーザが取引クラスタ内の取引量の変化
について気づきを得たことを示していると推測される．「2011年と 2012を比較して」や
「2013年から 2014年にかけて」という時間軸を比較した記述ある．これらは，ユーザが
タイムスライダを動作させることによって時系列での取引量の変化について気づきを得
たことを示していると推測される．
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7.2.3 考察
提案手法を組み込んだシステムを TDBに勤務する社員に使用してもらい，産業集積や
取引構造などの取引クラスタにおける特徴を読み取れたことを記述するユーザテストを
実施した．ユーザテストからの結果から，被験者は「取引クラスタと地理的情報のマッ
シュアップ」，「階層構造」，「時系列変化」それぞれの要素と取引構造を関連付けて情報を
読み取ることができた．またユーザテストにより得られた「1次仕入先と 2次仕入先にお
いて同一地域間でなされている取引は同一地域内で取引していることを示し，地域の中
核となる企業である可能性がある．」というアンケート結果は，筆者が図 33に示すような
同一地域内での取引の存在について記述している．従って，ユーザは筆者が同一のシス
テムを使用して得た情報と同一の情報を読み取ることができた．
したがって，筆者以外のユーザにおいても提案手法の効果が確認できたことから，本検
証実験は提案手法を組み込んだシステムの有効性を示したと考える．
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図 37 大画面ビジュアライゼーションシステム（Liquid Galaxy）の概要
7.3 大画面ビジュアライゼーションシステムによるユーザテスト
自治体や企業において施策策定や経営戦略立案は複数のにおける会議体を想定して，
6.3.6節で提案したビジュアライゼーション手法を組み込んだアプリケーションを大画面
ビジュアライゼーションシステムを囲み，ディスカッションを実施する．デスクトップ
コンピュータによる検証実験後，2～3人を一つのグループとしてアプリケーションを操
作しながら，自動車産業の取引構造についてディスカッションを実施する．
7.3.1 実験方法
実験環境
コンピュータ　：Liquid Galaxy（END POINT社）
ディスプレイ　：DMM社製ディスプレイ 7枚
マウス　　　　：3Dconnexion, SpaceNavigator
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図 38 大画面ビジュアライゼーションシステム（Liquid Galaxy）による議論
7.3.2 アンケート結果と分析
下記に参加者がディスカッション中に挙げた気づきを列挙する． 
・デスクトップコンピュータで操作するより，より自分ごとの様にビジュアライゼー
ションを探索することができる．
・自動車メーカに勤めている社員になったかのように，具体的な戦略の仮説を立てる
ことができる．
・物理的に離れている九州地方と東北地方を同時に俯瞰することができる．
・Google Earth上に表示されている山地などの地形と取引クラスタをマッシュアッ
プさせて見ることが容易であり，地理的な産業集積の把握が容易である． 
「デスクトップコンピュータで操作するより，より自分ごとの様にビジュアライゼー
ションを探索することができる」や「自動車メーカに勤めている社員になったかのよう
に，具体的な戦略の仮説を立てることができる」といった意見が挙がったように，大画面
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ビジュアライゼーションシステムを活用することでユーザ自身が自分自身の事としてビ
ジュアライズされている取引クラスタを探索し，分析をすることができる．また 7枚の
スクリーンで表現をしていることから，九州地方と東北地方など物理的に離れている地
域を一度に画面に表示することが可能であることから，日本全国の比較が容易になるこ
とが示唆される．
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7.3.3 考察
大画面ビジュアライゼーションシステムによるアプリケーション操作による実証実験に
よる考察を行う．
大画面ビジュアライゼーションシステムを活用することでユーザ自身が自分自身の事と
してビジュアライズされている取引クラスタを探索し，分析をすることができる．これ
はビジュアライゼーションをズームさせて画面上に表示させることで，ユーザ自身がそ
の場に立っているかのような感覚になると推測される．
また画面が大きいため複数人で画面を囲み，アプリケーションを操作しながら，ディス
カッションを行うことができる．したがってユーザが考えた分析結果をディスカッショ
ンをしているその場で他のユーザに共有することが可能となる．
90
7.4 まとめ
第 6章で提案するシステムを組み込んだアプリケーションを帝国データバンクに勤務す
る社員に使用してもらい，取引構造に関する気づきを挙げた．社歴の長短により企業活
動や産業の特徴に関する習熟度の違いがあるが，参加者はみな時間内に多くの示唆を書
き出した．これらの内容は筆者が同一のシステムを使用して得た情報と同一の情報を読
み取ることができ，「頂点からのつながりをトップダウンでみるだけではなく，2次仕入
先からボトムアップで把握することも可能である」など筆者が気づかなかった特徴を読
み取ることもできた．
大画面ビジュアライゼーションシステムによるアプリケーション操作による実証実験で
は，「デスクトップコンピュータで操作するより，より自分ごとの様にビジュアライゼー
ションを探索することができる」や「自動車メーカに勤めている社員になったかのよう
に，具体的な戦略の仮説を立てることができる」といった意見が挙がったように，ユーザ
自身が自分自身の事としてビジュアライズされている取引クラスタを探索し，分析をす
ることができる．同一の画面を複数人で眺めながらディスカッションすることで，個人
が取引クラスタについて示唆した内容の共有が容易である．
筆者らの提案手法は，企業活動や産業の特徴に関する習熟度に関わらず，本章で提案す
るビジュアライゼーション手法を用いることで産業集積や取引構造における特徴を読み
取ることが可能である．また本提案手法を大画面ビジュアライゼーションシステムと組
み合わせて活用することで，施策策定や経営戦略立案における会議体の活発な議論の創
発を担うことが可能な手段の一つとなりうる．
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8 結論
8.1 総合考察
本研究は，階層を有する企業間取引ネットワークの時系列でのジオビジュアライゼー
ションの開発を行った．
第 4章では，先行研究と比較し企業規模や業種に偏りの少ない企業分析を行うため，信
用調査報告書を用いた企業ビッグデータのデータマート構築を行った．そして企業間の
取引関係を示すため，企業ビッグデータにおける取引先項目から発注社企業と受注社企業
によるお金の流れを示す企業間取引データを構築した．さらに企業間取引データのエッ
ジをつなぎ合わせることで，約 80万社の企業で構成される約 550万取引の企業間取引
ネットワークを構築することができた．そして自動車産業に代表されるサプライチェー
ン構造を示すため，企業間取引ネットワーク内の任意の企業から複数の次数でつながる
取引クラスタを構築した．
第 5章では，企業ビッグデータから産業集積の様子や地域間の産業のつながりを把握す
るため，企業間取引データを 3Dの仮想地球儀上に可視化し，ユーザがインタラクティ
ブに操作することが可能なジオビジュアライゼーションシステムを開発した．企業間取
引データはデータ量が膨大なため既存のウェブアプリケーションでの動作が難しいため，
3D空間上にスタンドアロンの環境下でインタラクティブな操作が可能な 3D仮想地球儀
を構築した．次に企業間取引データを 3D仮想地球儀上に可視化した．企業間取引デー
タに収録されている企業は本社が立地する位置に丸い点で産業ごとに色を変化させてプ
ロットした．また本章では企業間取引データを無向ネットワークとして捉え，企業間取
引データの両端の企業の本社が立地する位置を 3D仮想地球儀上で曲線で結んだ．開発し
たシステムにより，産業集積の様子を読み取ることができた．また地域ごとに産業の特
徴があることもわかった．また地域間のつながりの強弱を把握することができた．多く
の地域では東京や大阪などの大都市圏との取引が多かったが，選択した地域から遠く離
れた地域とのつながりの存在を確認することもできた．
第 6章では，企業間取引ネットワーク内の任意の企業からのサプライチェーンにおける
取引構造と，時系列で変化するサプライチェーン内のつながりの把握を目的とした．企
業間取引ネットワークはお金の流れ（逆はものの流れ）をもつ有向ネットワークとして捉
えることができ，企業分析をする上で重要な情報の一つである．そこで本論文では日本
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の基幹産業である自動車産業における自動車完成車メーカを頂点とした 2次のつながり
で構成される有向ネットワークの取引クラスタを抽出した．そして有向ネットワークに
おけるノードの始点と終点を区別して把握するため，取引クラスタ内の階層に応じて 3D
仮想地球儀上にプロットするノードとエッジの始点と終点の高度を変化させた．次に企
業間取引ネットワークは安定したサプライチェーンの構築のため日々新たな企業との取
引関係を構築している．このような時系列での企業間取引ネットワークの変化の把握を
するため，取引クラスタ内のノードを市区町村単位にクラスタリングし，各エッジに取引
数による重み付けの指標を算出した．そして重み付けの前年度との変化に応じて描画す
るエッジの色を変化させた．本ビジュアライゼーション手法により有向ネットワークに
おける階層を区別して把握することが可能となり，またより地域間のつながりの時系列
変化の把握が可能となった．
最後に第 7章で本論文の結論を述べる．本論文では信用調査報告書のデータから企業
ビッグデータを構築し，複雑ネットワークの一種である企業間取引ネットワークを構築
し，インタラクティブな操作が可能な全量の企業間取引ネットワークを搭載した企業ビッ
グデータのビジュアライゼーションシステムを開発した．またサプライチェーン構造を
ビジュアライズするため，取引クラスタを定義し階層を有するネットワーク構造を抽出
し，階層構造や時系列変化を把握するためのビジュアライゼーション手法を提案した．
本研究の成果により，提案するビジュアライゼーション手法から企業ビッグデータへの
知識の高低に関わらず企業間取引ネットワークの構造的特徴や時系列変化についての気
づきを得ることができた．本論文で提案するビジュアライゼーションシステムを活用す
ることで，自治体の政策立案や企業の経営戦略を策定するユーザのプログラミングスキ
ルや統計学の知識のレベルの高低に関わらず，企業ビッグデータを用いてエビデンスに
基づく政策形成に応用できると考える．
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8.2 今後の課題と展望
8.2.1 今後の課題
階層を有する企業間取引ネットワークの時系列ジオビジュアライゼーションの開発を
行った．本論文では企業間取引ネットワークにおける階層構造と時系列の動きを把握す
るための手法の検討を行った．
ユーザがより使いやすいアプリケーションとするためには，ユーザが取引クラスタの頂
点企業を選択し，可視化がインタラクティブに変化するものである必要がある．また 3D
仮想地球儀のズームイン，ズームアウトにより画面内に描画するエッジの調整をする必
要がある．これらについてユーザがより使いやすいアプリケーションとするための今後
の課題としたい．
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8.2.2 将来への展望
本研究の成果は，全量の企業間取引ネットワークを搭載した企業ビッグデータビジュ
アライゼーションシステムの構築と階層を有する企業間取引ネットワークの時系列での
ビジュアライゼーション手法である．本論文ではスタンドアロンのコンピュータ上でイ
ンタラクティブに動作する企業ビッグデータビジュアライゼーションシステムの構築で
あった．近年のコンピュータの性能は目まぐるしく向上している．よって今後は大規模
な企業間取引データをインタラクティブに操作可能なウェブアプリケーションとしての
サービス開発が可能となり，誰でも利用が可能な状況になると創造する．
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